
 

 

２０２２年２月２２日 

建交労神奈川県南支部 

2022年春闘№７ 

2021年度推進ニュース⑭通算 248号 

発行責任者 小島 茂 

建交労中央本部は、2月 21日発行の推進ニュースで「10万人要求アンケートのとりく

みは……過去 5年間と比較すると 7千筆以上も到達点が下回っています。……要求を集め

なければ、運動は大きく停滞してしまいます。コロナだからこそ賃上げ、雇用確保、非正

規・女性差別を無くす 2022年春闘の推進に向けて、アンケート集約を何としても前進さ

せましょう。一部を除いて最終集約日は 3月末中央本部着です。」と、10万人春闘要求

アンケートの取組み継続・強化を呼びかけています。 

神奈川県南支部の春闘要求(トラック＆一般)アンケートの現到達点は、下表のとおり過

去の実績を上回っていますが一部の分会に偏った成果です。また、各組織の組合員数の５

倍の集約目標（支部全体では 350人分）からみると 36％弱の到達点に留まっています。 

各組織は中央本部の呼びかけに応えてアンケートの集約を最後まで追求しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

前号“⑭”の推進ニュースでお知らせしたとおり、建交労は全労連・国民春闘共闘に結

集して 3月 2日に中央行動を展開します。その際に厚生労働大臣宛てに提出する個人請願

署名の集中的なとりくみを呼びかけましたが、集約・提出時期が近づいているため改めて

各分会・班の取組み強化を訴えます。回収した請願署名は、神奈川県南支部に送る場合は

２月２６日必着、建交労中央本部に送る場合には２月２８日必着です。 

合わせて、全国的な最重点署名である「政府に核兵器禁止条約批准を求める署名」と

「憲法改悪を許さない全国署名」の取組みも強めましょう。 

 

 

 

 

 

建交労要求アンケートは３月末まで継続！ 

厚労省請願署名の取組み強化を訴えます。 
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合計 集計日

3.2厚労省請願署名 3 1 11 15 2月18日

20 13 10 10 5 28 86 12月25日

20 13 10 10 5 33 91 2月18日

憲法改悪を許さない全国署名 5 15 5 15 5 10 9 19 83 2月18日

核兵器禁止条約署名
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合計

18春闘ｱﾝｹｰﾄ 12 1 16 15 5 4 4 12 1 11 13 7 101
19春闘ｱﾝｹｰﾄ 9 19 27 2 7 11 1 7 10 93

20春闘ｱﾝｹｰﾄ 2 1 10 33 1 5 4 1 7 9 2 75

21春闘ｱﾝｹｰﾄ 6 1 26 27 3 6 9 19 97

22春闘ｱﾝｹｰﾄ 2 79 3 9 1 9 9 13 125

http://www.ac-illust.com/main/dl_info.php?id=545919&sw=%E3%80%90%E7%94%B7%E5%A5%B3GS%E3%80%91%E6%AD%A3%E9%9D%A2_%E3%81%8A%E3%83%BC2
http://www.ac-illust.com/main/dl_info.php?id=435395&sw=%E3%80%8C%E4%BD%9C%E6%A5%AD%E5%93%A1a%E3%80%8D20


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

内閣総理大臣 殿 

 

唯一の戦争被爆国 

日本政府に核兵器禁止条約の署名・批准を求める署名 
 

 いま世界では、核兵器禁止条約の発効から核兵器廃絶へとすすもう、という声が広がっていま

す。多くの国ぐにが被爆者の声に耳を傾け、「核兵器による安全」ではなく、「核兵器のない世界

による安全」を選択し、核兵器禁止条約を支持し、参加しつつあります。 

 唯一の戦争被爆国である日本政府は、核兵器廃絶の先頭に立たなければなりません。 

 国内の世論調査でも、日本が核兵器禁止条約に参加すべきとの声は 7割を超えています。日

本政府がこの被爆者と国民の声に誠実に応えることを訴えます。 

 

   私は、日本政府に核兵器禁止条約の署名・批准を求めます。 

 

この署名は、2020 年 10 月 29 日、被爆者をはじめ各界・各層の代表 126 氏のよびかけによりスタートしま

した。日本政府に提出します。ご記入いただいた個人情報は、この要請目的以外には使用しません。 

 

 

 

 

名  前 住         所 募 金 

   

   

   

   

   

【取扱団体】 
連絡先：署名事務局（原水爆禁止日本協議会）

〒113－8464 東京都文京区湯島 2－4－4  

電話：03－5842－6031 


